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� 広島県の歳出総額 ９,３０５億円（Ｈ２４年度当初予算）
に対し，国庫支出金や県債を充当した経費などを

除く一般財源ベースでは ６,６５６億円

� このうち，配置基準が定められた人件費や義務付

けられた経費など，国国国国のののの法令等法令等法令等法令等のののの関与関与関与関与がががが存存存存するなどするなどするなどするなど

のののの義務的義務的義務的義務的なななな経費経費経費経費がががが歳出総額歳出総額歳出総額歳出総額のののの 約約約約９９９９割割割割 （（（（８６８６８６８６％）％）％）％） を

占めている状況

� 国が地方に事務処理を義務付ける場合，国国国国はははは必必必必

要要要要なななな財源措置財源措置財源措置財源措置をををを講講講講じなければならないじなければならないじなければならないじなければならない（地方自治法第２３２条第２項）ことから，国国国国はははは広島県広島県広島県広島県がががが行行行行うううう事務事務事務事務のののの大半大半大半大半にににに

ついてついてついてついて，，，，必要必要必要必要なななな財源措置財源措置財源措置財源措置をををを講講講講じなければならないじなければならないじなければならないじなければならない

国の法令等の関与が存するなどの義務的な経費が歳出の約９割国の法令等の関与が存するなどの義務的な経費が歳出の約９割

国国国国はははは必要必要必要必要なななな財源措置財源措置財源措置財源措置をををを

講講講講じなければならないじなければならないじなければならないじなければならない！！！！

国国国国はははは必要必要必要必要なななな財源措置財源措置財源措置財源措置をををを

講講講講じなければならないじなければならないじなければならないじなければならない！！！！

国が地方に事務処理を義務付ける場合国が地方に事務処理を義務付ける場合

教職員人件費1,515億円22.8%
警察官人件費506億円7.6%義務的な経費に係る知事部局人件費253億円3.8%公債費1,268億円19.1%

その他502億円7.5%
税交付金760億円11.4%

福祉医療関係費887億円13.3%

地方の政策的経費815億円12.2%
法令等により義務付けられた経費2,149億円32.3% 法令等により配置基準が定められた人件費2,021億円30.4%

一般事業517億円7.8%私学振興144億円2.2%公共事業154億円2.3%
政策的経費に係る知事部局人件費149億円2.2%

Ｈ２４年度

歳出(一財ベース)
6,656億円

重度心身障害児(者)・乳幼児・ひとり親家庭等医療公費負担 70企業立地促進対策事業 36県立大学運営交付金 36 ほか

国の法令等の関与が存する経費

歳出総額の８６８６８６８６％％％％

国の法令等の関与が存する経費

歳出総額の８６８６８６８６％％％％
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【【【【参考参考参考参考】】】】地方自治法地方自治法地方自治法地方自治法

第第第第２３２２３２２３２２３２条第条第条第条第２２２２項項項項 法律又はこれに基づく政令により普通地方公共団体に対し事務の処理を義務付ける場合においては、国国国国はははは、、、、そのためそのためそのためそのため

にににに要要要要するするするする経費経費経費経費のののの財源財源財源財源につきにつきにつきにつき必要必要必要必要なななな措置措置措置措置をををを講講講講じなければならないじなければならないじなければならないじなければならない。
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� 地方交付税は，その交付の基準の設定を通じて地地地地

方行政方行政方行政方行政のののの計画的計画的計画的計画的なななな運営運営運営運営をををを保障保障保障保障するものするものするものするもの（地方交付税法第1条）
� また，国国国国がががが地方地方地方地方にににに代代代代わってわってわってわって徴収徴収徴収徴収しししし，，，，再配分再配分再配分再配分するするするする地方地方地方地方

のののの固有財源固有財源固有財源固有財源であり，地方財政地方財政地方財政地方財政のののの赤字赤字赤字赤字をををを補填補填補填補填するものするものするものするもの

ではないではないではないではない

� Ｈ２５年度の地方公務員給与費に係る地方交付税

の削減措置にみられるよう，地方の固有財源を国の

政策目的を達成する手段として用いることは極めて不

適切であり，県民県民県民県民のためののためののためののための計画的計画的計画的計画的なななな県政運営県政運営県政運営県政運営をををを阻害阻害阻害阻害

するするするする地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税のののの一方的一方的一方的一方的なななな削減削減削減削減をををを二度二度二度二度とととと行行行行ってはなってはなってはなってはな

らないらないらないらない

地方交付税は地方行政の計画的な運営を保障するもの地方交付税は地方行政の計画的な運営を保障するもの

一方的一方的一方的一方的なななな削減削減削減削減をををを二度二度二度二度とととと行行行行ってはならないってはならないってはならないってはならない！！！！一方的一方的一方的一方的なななな削減削減削減削減をををを二度二度二度二度とととと行行行行ってはならないってはならないってはならないってはならない！！！！

県民のための

計画的な県政運営を阻害する

県民のための

計画的な県政運営を阻害する 出典：総務省「地方財政関係資料」
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【【【【参考参考参考参考】】】】地地地地方交付税法方交付税法方交付税法方交付税法

第第第第１１１１条条条条 この法律は、地方団体が自主的にその財産を管理し、事務を処理し、及び行政を執行する権能をそこなわずに、その財源の均衡

化を図り、及び地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税のののの交付交付交付交付のののの基準基準基準基準のののの設定設定設定設定をををを通通通通じてじてじてじて地方行政地方行政地方行政地方行政のののの計画的計画的計画的計画的なななな運営運営運営運営をををを保障保障保障保障するするするすることによつて、地方自治の本旨の実現

に資するとともに、地方団体の独立性を強化することを目的とする。

第第第第３３３３条条条条 総務大臣は、常に各地方団体の財政状況の的確なは握に努め、地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税のののの総額総額総額総額をををを、、、、このこのこのこの法律法律法律法律のののの定定定定めるところによりめるところによりめるところによりめるところにより、、、、財政需財政需財政需財政需

要額要額要額要額がががが財政収入額財政収入額財政収入額財政収入額をこえるをこえるをこえるをこえる地方団体地方団体地方団体地方団体にににに対対対対しししし、、、、衡平衡平衡平衡平にそのにそのにそのにその超過額超過額超過額超過額をををを補補補補てんすることをてんすることをてんすることをてんすることを目途目途目途目途としてとしてとしてとして交付交付交付交付しなければならないしなければならないしなければならないしなければならない。

２２２２ 国は、交付税の交付に当つては、地方自治の本旨を尊重し、条件をつけ、又はその使途を制限してはならない。

３３３３ 地方団体は、その行政について、合理的、且つ、妥当な水準を維持するように努め、少くとも法律又はこれに基く政令により義務づけら

れた規模と内容とを備えるようにしなければならない。

約９割は国の法令等の関与が存するなどの義務的な経費約９割は国の法令等の関与が存するなどの義務的な経費
国庫支出金等地方交付税

【参考】国と地方の歳入・歳出の役割分担の概念図（Ｈ２３年度）
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� 広島県では，これまで長きにわたり財政健全化の取組を

進めてきた結果，歳出総額に占める政策的経費の割合は

約約約約３３３３割割割割（Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ５５５５年度年度年度年度）））） からからからから約約約約１１１１割割割割（Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ２４２４２４２４年度年度年度年度）））） にににに低下低下低下低下

� この一方，地方交付税の原資となる国税収入に対し，社

会保障関係費は増嵩し，公債費は高水準で推移している

ことなどにより，地方財政地方財政地方財政地方財政はははは，，，，毎年度継続的毎年度継続的毎年度継続的毎年度継続的にににに巨額巨額巨額巨額のののの財源財源財源財源

不足不足不足不足がががが生生生生じているじているじているじている状況

� しかしながら，国国国国はははは，，，，そのそのそのその財政事情等財政事情等財政事情等財政事情等をををを理由理由理由理由としてとしてとしてとして，，，，地方地方地方地方

交付税法交付税法交付税法交付税法のののの規定規定規定規定にににに基基基基づくづくづくづく法定率法定率法定率法定率のののの変更変更変更変更をををを行行行行っていないっていないっていないっていない

� こうした状況に対応すべく，いわゆる国と地方の折半ルー

ル

※
に基づく財源対策が講じられることとなった結果，地方地方地方地方

はははは毎年度多額毎年度多額毎年度多額毎年度多額のののの赤字地方債赤字地方債赤字地方債赤字地方債（（（（臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債））））のののの発行発行発行発行をををを

余儀余儀余儀余儀なくされなくされなくされなくされ，，，，そのそのそのその残高残高残高残高はははは年年年年々々々々増嵩増嵩増嵩増嵩※ 財源対策債の増発や，国の一般会計加算等を講じた上で，残余を国と地方が折半して補てんするもの
� 地方の安定的な財政運営に必要な一般財源を確保す

るためには，赤字地方債赤字地方債赤字地方債赤字地方債（（（（臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債））））のののの発行発行発行発行にににに依依依依

存存存存することなくすることなくすることなくすることなく，，，，地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税のののの法定率法定率法定率法定率をををを引引引引きききき上上上上げるなどげるなどげるなどげるなど抜抜抜抜

本的本的本的本的なななな対策対策対策対策をををを講講講講じることがじることがじることがじることが急務急務急務急務

地方財政は巨額の財源不足が常態化地方財政は巨額の財源不足が常態化

毎年度多額の赤字地方債発行を余儀なくされている状況毎年度多額の赤字地方債発行を余儀なくされている状況

この

対応のため

この

対応のため

地方財源不足の推移と主な要因 出典：総務省「地方財政関係資料」

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税のののの法定率法定率法定率法定率をををを引引引引きききき上上上上げるなどげるなどげるなどげるなど抜本的抜本的抜本的抜本的なななな対策対策対策対策がががが急務急務急務急務！！！！地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税のののの法定率法定率法定率法定率をををを引引引引きききき上上上上げるなどげるなどげるなどげるなど抜本的抜本的抜本的抜本的なななな対策対策対策対策がががが急務急務急務急務！！！！

注1：H20年度以前の数値については一部推計値を用いている注2：政策的経費には政策的経費に係る人件費を含む 2,2742,1491,2686,298 6,397 6,602 6,656
96414.5％1,02615.5％1,23319.3％1,64426.1％1,76334.7％2,126 2,3412,3662,3121,746 1,701 1,983986 1,2521,0965952125,087

01,0002,0003,0004,0005,0006,000
H5 H10 H15 H20 H24 年度

億円 公債費その他義務的経費人件費政策的経費
広島県の歳出予算の推移（一般財源ベース）
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【【【【参考参考参考参考】】】】地地地地方交付税法方交付税法方交付税法方交付税法

第第第第６６６６条条条条のののの３３３３第第第第２２２２項項項項 毎年度分毎年度分毎年度分毎年度分としてとしてとしてとして交付交付交付交付すべきすべきすべきすべき普通交付税普通交付税普通交付税普通交付税のののの総額総額総額総額がががが引引引引きききき

続続続続きききき第第第第１０１０１０１０条第条第条第条第２２２２項本文項本文項本文項本文のののの規定規定規定規定によつてによつてによつてによつて各地方団体各地方団体各地方団体各地方団体についてについてについてについて算定算定算定算定したしたしたした

額額額額のののの合算額合算額合算額合算額とととと著著著著しくしくしくしく異異異異なることとなつたなることとなつたなることとなつたなることとなつた場合場合場合場合

※※※※
においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、地方財政若し

くは地方行政に係る制度の改正又は第第第第６６６６条第条第条第条第１１１１項項項項にににに定定定定めるめるめるめる率率率率のののの変更変更変更変更をををを

行行行行ううううものとする。[[[[第第第第１０１０１０１０条第条第条第条第２２２２項項項項]]]] 各地方団体に対して交付すべき普通交付税の額は、当該地方団体の基準財政需要額が基準財政収入額をこえる額とする。[[[[第第第第６６６６条第条第条第条第１１１１項項項項]]]] 所得税及び酒税の収入額のそれぞれ100分の32、法人税の収入額の100分の34、消費税の収入額の100分の29.5並びにたばこ税の収入額の100分の25をもつて交付税とする。
※※※※ 地方交付税法第地方交付税法第地方交付税法第地方交付税法第６６６６条条条条のののの３３３３第第第第２２２２項項項項のののの規定規定規定規定のののの考考考考ええええ方方方方

① 地方財政対策を講じる前に、通常の例により算出される歳入歳出に

おけるギャップ（財源不足額）があり、

② その額が、法定率分で計算した普通交付税の額の概ね１割程度以

上となり、

③ その状況が２年連続して生じ、３年度目以降も続くと見込まれる場合

【参考】地方交付税率の変遷
出典：総務省「地方財政関係資料」05,00010,00015,00020,000

H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25
億円 実質的な県債残高臨時財政対策債等予算規模05,00010,00015,00020,000

H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25
億円 実質的な県債残高臨時財政対策債等予算規模広島県の地方債残高の推移
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� 『骨太の方針２０１３』では，「地方税収地方税収地方税収地方税収はははは未未未未だだだだ十分十分十分十分なななな水準水準水準水準までまでまでまで回復回復回復回復しておらずしておらずしておらずしておらず」「地方財政地方財政地方財政地方財政はははは、、、、リーマンショックリーマンショックリーマンショックリーマンショック後後後後のののの経済経済経済経済

危機危機危機危機のののの影響影響影響影響をををを引引引引きききき続続続続きききき受受受受けているけているけているけている」としながらも，「危機対応危機対応危機対応危機対応モードモードモードモードからからからから平時平時平時平時モードモードモードモードへのへのへのへの切替切替切替切替えをえをえをえを進進進進めていくめていくめていくめていく必要必要必要必要があるがあるがあるがある」

「国国国国のののの取組取組取組取組とととと歩調歩調歩調歩調をををを合合合合わせてわせてわせてわせて歳出抑制歳出抑制歳出抑制歳出抑制をををを図図図図るるるる」ことに言及し，地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税のののの「「「「歳出特別枠歳出特別枠歳出特別枠歳出特別枠」」」」などのなどのなどのなどの廃止廃止廃止廃止をををを示唆示唆示唆示唆

� 広島県内の本年４月の有効求人倍率は未だ１倍を下回るなど，雇用・労働情勢は依然として厳しい中で，万万万万がががが一一一一，，，，地地地地

方交付税方交付税方交付税方交付税のののの「「「「歳出特別枠歳出特別枠歳出特別枠歳出特別枠」「」「」「」「別枠加算別枠加算別枠加算別枠加算」」」」のののの廃止廃止廃止廃止がなされればがなされればがなされればがなされれば，，，，広島県広島県広島県広島県ではではではでは ▲▲▲▲６０６０６０６０億円億円億円億円 のののの減収減収減収減収となり，「「「「緊急経済緊急経済緊急経済緊急経済・・・・雇用雇用雇用雇用

対策対策対策対策」」」」のののの取組取組取組取組にににに多大多大多大多大なななな影響影響影響影響をををを及及及及ぼすなどぼすなどぼすなどぼすなど，，，，県民県民県民県民サービスサービスサービスサービスのののの低下低下低下低下はははは避避避避けられないけられないけられないけられない

� 国が地方に義務付けている事務を見直すことなく，一方的に地方の財源だけを削減することは，地方財政を破壊する

に等しい行為である

地方は経済危機の影響を引き続き受けていると認識しながらも地方は経済危機の影響を引き続き受けていると認識しながらも

地方財政地方財政地方財政地方財政をををを破壊破壊破壊破壊するにするにするにするに等等等等しいしいしいしい！！！！地方財政地方財政地方財政地方財政をををを破壊破壊破壊破壊するにするにするにするに等等等等しいしいしいしい！！！！

国が義務付けている事務を見直すことなく

一方的に地方の財源だけを削減することは

国が義務付けている事務を見直すことなく

一方的に地方の財源だけを削減することは

安定的安定的安定的安定的にににに一般財源総額一般財源総額一般財源総額一般財源総額をををを確保確保確保確保するするするする仕組仕組仕組仕組みがみがみがみが必要必要必要必要！！！！安定的安定的安定的安定的にににに一般財源総額一般財源総額一般財源総額一般財源総額をををを確保確保確保確保するするするする仕組仕組仕組仕組みがみがみがみが必要必要必要必要！！！！

地方の歳出抑制（≒地方財政計画の歳出特別枠の廃止）に言及地方の歳出抑制（≒地方財政計画の歳出特別枠の廃止）に言及

それがなされるまではそれがなされるまではそれがなされるまではそれがなされるまでは「「「「歳出特別枠歳出特別枠歳出特別枠歳出特別枠」「」「」「」「別枠加算別枠加算別枠加算別枠加算」」」」をををを維持維持維持維持することすることすることすること！！！！それがなされるまではそれがなされるまではそれがなされるまではそれがなされるまでは「「「「歳出特別枠歳出特別枠歳出特別枠歳出特別枠」「」「」「」「別枠加算別枠加算別枠加算別枠加算」」」」をををを維持維持維持維持することすることすることすること！！！！

� 地域経済の活性化や増嵩する社会保障関係費などへの対応のため，地方交付税率地方交付税率地方交付税率地方交付税率のののの引引引引きききき上上上上げなどによりげなどによりげなどによりげなどにより，，，，安定的安定的安定的安定的なななな

財政運営財政運営財政運営財政運営にににに必要必要必要必要なななな地方一般財源総額地方一般財源総額地方一般財源総額地方一般財源総額をををを確保確保確保確保するするするする仕組仕組仕組仕組みのみのみのみの構築構築構築構築がががが必要必要必要必要

� 近年近年近年近年，「，「，「，「歳出特別枠歳出特別枠歳出特別枠歳出特別枠」」」」のののの計上計上計上計上などをもってなどをもってなどをもってなどをもって一般財源総額一般財源総額一般財源総額一般財源総額をををを確保確保確保確保してきたしてきたしてきたしてきた経緯があり，安定的安定的安定的安定的にににに一般財源総額一般財源総額一般財源総額一般財源総額をををを確保確保確保確保すすすす

るるるる仕組仕組仕組仕組みのみのみのみの構築構築構築構築がなされるまでのがなされるまでのがなされるまでのがなされるまでの間間間間はははは，，，，地方財政対策地方財政対策地方財政対策地方財政対策としてとしてとしてとして「「「「歳出特別枠歳出特別枠歳出特別枠歳出特別枠」「」「」「」「別枠加算別枠加算別枠加算別枠加算」」」」をををを維持維持維持維持するするするすることがことがことがことが必要必要必要必要

地方交付税率

の引き上げなど

地方交付税率

の引き上げなど
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【【【【参考参考参考参考】】】】経済財政運営経済財政運営経済財政運営経済財政運営とととと改革改革改革改革のののの基本方針基本方針基本方針基本方針 〔〔〔〔骨太方針骨太方針骨太方針骨太方針〕〕〕〕 関係部分抜粋関係部分抜粋関係部分抜粋関係部分抜粋

第３章 経済再生と財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化の両立

３．主な歳出分野歳出分野歳出分野歳出分野におけるにおけるにおけるにおける重点化重点化重点化重点化・・・・効率化効率化効率化効率化の考え方

（３） 地方行財政制度の再構築に向けて

① 基本的考え方

地方税収地方税収地方税収地方税収はははは未未未未だだだだ十分十分十分十分なななな水準水準水準水準までまでまでまで回復回復回復回復しておらずしておらずしておらずしておらず、、、、緊急的緊急的緊急的緊急的にににに創設創設創設創設されたされたされたされた

歳出特別枠等歳出特別枠等歳出特別枠等歳出特別枠等もももも存置存置存置存置されているなどされているなどされているなどされているなど、、、、地方財政地方財政地方財政地方財政はははは、、、、リーマンショックリーマンショックリーマンショックリーマンショック後後後後のののの経経経経

済危機済危機済危機済危機のののの影響影響影響影響をををを引引引引きききき続続続続きききき受受受受けているけているけているけている。必要な財源を確保しながら、経済再

生に合わせ、こうしたこうしたこうしたこうした危機対応危機対応危機対応危機対応モードモードモードモードからからからから危機以前危機以前危機以前危機以前のののの状況状況状況状況、、、、すなわちすなわちすなわちすなわち平時平時平時平時

モードモードモードモードへのへのへのへの切替切替切替切替えをえをえをえを進進進進めていくめていくめていくめていく必要必要必要必要があるがあるがあるがある。

そのためには、今後今後今後今後のののの経済成長経済成長経済成長経済成長のののの動動動動きときときときと合合合合わせたわせたわせたわせた地方税収地方税収地方税収地方税収のののの確保確保確保確保やややや歳歳歳歳

出出出出のののの重点化重点化重点化重点化・・・・効率化効率化効率化効率化などによりなどによりなどによりなどにより、、、、地方財政地方財政地方財政地方財政をををを歳入面歳入面歳入面歳入面、、、、歳出面歳出面歳出面歳出面からからからから改革改革改革改革するするするする

とともに、地域活性化地域活性化地域活性化地域活性化やややや経営改革経営改革経営改革経営改革ににににチャレンジチャレンジチャレンジチャレンジするするするする地方自治体地方自治体地方自治体地方自治体がががが報報報報われわれわれわれ、、、、

経済社会構造経済社会構造経済社会構造経済社会構造のののの変化変化変化変化にににに適切適切適切適切にににに対応対応対応対応することをすることをすることをすることを可能可能可能可能とするとするとするとする地方行財政制度地方行財政制度地方行財政制度地方行財政制度

をををを整備整備整備整備していくしていくしていくしていくことが重要である。

② 重点的取組（地方財政の健全化、自立促進）

地方財政を健全化し自立を促進する。このため、地方税収地方税収地方税収地方税収をををを増増増増やすなどやすなどやすなどやすなど

歳入歳入歳入歳入をををを充実充実充実充実し、国国国国のののの取組取組取組取組とととと歩調歩調歩調歩調をををを合合合合わせてわせてわせてわせて歳出抑制歳出抑制歳出抑制歳出抑制をををを図図図図るるるるなど、歳入・歳

出両面の改革に取り組むとともに、地方地方地方地方のののの安定的安定的安定的安定的なななな財政運営財政運営財政運営財政運営にににに必要必要必要必要なななな一一一一

般財源般財源般財源般財源のののの総額総額総額総額をををを確保確保確保確保するするするする。また、不交付団体数をリーマンショック以前の水

準にすることを目指す。

-歳出改革- 地方地方地方地方のののの安定的安定的安定的安定的なななな財政運営財政運営財政運営財政運営にににに配慮配慮配慮配慮しながらしながらしながらしながら、、、、地方歳出地方歳出地方歳出地方歳出のののの質質質質をををを

高高高高めるためめるためめるためめるため、、、、そのそのそのその重点化重点化重点化重点化・・・・効率化効率化効率化効率化をををを図図図図るるるる。

-頑張る地方の支援- 地方分権を強力に推し進め地方の自由度を高めると

ともに、地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税においてにおいてにおいてにおいて、、、、新新新新たにたにたにたに、、、、地域経済地域経済地域経済地域経済のののの活性化活性化活性化活性化にににに資資資資するするするする算定算定算定算定をををを

行革努力行革努力行革努力行革努力とととと地域経済活性化地域経済活性化地域経済活性化地域経済活性化のののの成果成果成果成果のののの２２２２つのつのつのつの観点観点観点観点からからからから行行行行うこととしうこととしうこととしうこととし、、、、頑張頑張頑張頑張るるるる

地方地方地方地方をををを息長息長息長息長くくくく支援支援支援支援するためするためするためするため一定程度一定程度一定程度一定程度のののの期間継続期間継続期間継続期間継続するするするする。

0.010.020.030.040.050.060.070.080.090.0

H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25

兆円 その他投資的経費給与費

0.010.020.030.040.050.060.070.080.090.0

H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25

兆円 その他投資的経費給与費
【参考】地方財政計画の一般歳出の推移
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� 『骨太の方針２０１３』では，（歳出特別枠の廃止などを示唆する） 「危機対応危機対応危機対応危機対応モードモードモードモードからからからから平時平時平時平時モードモードモードモードへのへのへのへの切替切替切替切替えをえをえをえを進進進進めめめめ

ていくていくていくていく必要必要必要必要があるがあるがあるがある」とし，そのためのそのためのそのためのそのための重点的取組重点的取組重点的取組重点的取組として，「地方交付税において，新たに，地域経済地域経済地域経済地域経済のののの活性化活性化活性化活性化にににに資資資資するするするする算算算算

定定定定をををを行革努力行革努力行革努力行革努力とととと地域経済活性化地域経済活性化地域経済活性化地域経済活性化のののの成果成果成果成果のののの２２２２つのつのつのつの観点観点観点観点からからからから行行行行うううう」ことに言及

� その算定基礎と想定されている指標のうち，例えば，• 「歳出決算の削減率」については，国国国国のののの法令等法令等法令等法令等のののの関与関与関与関与がががが存存存存するなどのするなどのするなどのするなどの義務的義務的義務的義務的なななな経費経費経費経費がががが歳出総額歳出総額歳出総額歳出総額のののの約約約約９９９９割割割割をををを占占占占めてめてめてめて

おりおりおりおり，，，，そのそのそのその削減削減削減削減にはにはにはには国国国国のののの事務事務事務事務ををををスクラップスクラップスクラップスクラップすることがすることがすることがすることが不可欠不可欠不可欠不可欠であるであるであるであること• 「製造品出荷額」「小売業年間商品販売額」については，経営戦略経営戦略経営戦略経営戦略のののの観点観点観点観点からからからから，，，，自動車自動車自動車自動車メーカーメーカーメーカーメーカーがががが自動車生産自動車生産自動車生産自動車生産をををを県県県県

外外外外にににに移移移移したしたしたした場合場合場合場合やややや，，，，大規模百貨店大規模百貨店大規模百貨店大規模百貨店をををを閉店閉店閉店閉店したしたしたした場合場合場合場合にはにはにはには，「，「，「，「製造品出荷額製造品出荷額製造品出荷額製造品出荷額」」」」などのなどのなどのなどの減少減少減少減少がががが避避避避けられないがけられないがけられないがけられないが，，，，そのそのそのその一方一方一方一方でででで，，，，

雇用対策雇用対策雇用対策雇用対策などのなどのなどのなどの機動的機動的機動的機動的なななな取組取組取組取組がががが求求求求められるなどめられるなどめられるなどめられるなど，，，，財政需要財政需要財政需要財政需要はむしろはむしろはむしろはむしろ拡大拡大拡大拡大するするするすること などの課題もある

� このため，• 地方交付税はその交付の基準の設定を通じて地方行政地方行政地方行政地方行政のののの計画的計画的計画的計画的なななな運営運営運営運営をををを保障保障保障保障するものするものするものするものであること• 社会保障関係費は増嵩し，公債費は高水準で推移するなど，地方地方地方地方はははは依然依然依然依然としてとしてとしてとして厳厳厳厳しいしいしいしい財政環境財政環境財政環境財政環境にににに置置置置かれているかれているかれているかれていること

などを踏まえ，「「「「歳出特別枠歳出特別枠歳出特別枠歳出特別枠」」」」をををを「「「「一般行政経費一般行政経費一般行政経費一般行政経費」」」」にににに組組組組みみみみ入入入入れるなどれるなどれるなどれるなど，，，，まずはまずはまずはまずは，，，，地方地方地方地方のののの安定的安定的安定的安定的なななな財政運営財政運営財政運営財政運営にににに必要必要必要必要なななな一般一般一般一般

財源財源財源財源のののの確保確保確保確保をををを優先優先優先優先させるべきさせるべきさせるべきさせるべき

行革努力と地域経済活性化の成果による算定に言及行革努力と地域経済活性化の成果による算定に言及

しかしながら，地方は依然として厳しい財政環境に置かれていることなどを踏まえしかしながら，地方は依然として厳しい財政環境に置かれていることなどを踏まえ

地方交付税の

一部について

地方交付税の

一部について

まずはまずはまずはまずは，，，，地方地方地方地方のののの安定的安定的安定的安定的なななな財政運営財政運営財政運営財政運営にににに必要必要必要必要なななな

一般財源一般財源一般財源一般財源のののの確保確保確保確保をををを優先優先優先優先させるべきさせるべきさせるべきさせるべき！！！！

まずはまずはまずはまずは，，，，地方地方地方地方のののの安定的安定的安定的安定的なななな財政運営財政運営財政運営財政運営にににに必要必要必要必要なななな

一般財源一般財源一般財源一般財源のののの確保確保確保確保をををを優先優先優先優先させるべきさせるべきさせるべきさせるべき！！！！
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【【【【参考参考参考参考】】】】第第第第１１１１１１１１回経済財政諮問会議資料回経済財政諮問会議資料回経済財政諮問会議資料回経済財政諮問会議資料「「「「地方財政地方財政地方財政地方財政のののの改革改革改革改革にににに向向向向けてけてけてけて（（（（新藤議員提出資料新藤議員提出資料新藤議員提出資料新藤議員提出資料）」）」）」）」関係部分抜粋関係部分抜粋関係部分抜粋関係部分抜粋

今後の取組方針

アプローチ２ 頑張る地方の支援（地方交付税において地域経済の活性化に資する算定を導入し、頑張る地方を息長く支援）

� 地方交付税において、地域経済活性化の取組に必要となる財政需要の算定を行う。

� 算定に当たり、行革努力の取組と、地域経済活性化の成果の２つの観点から、適切な指標を設定する。

〔指標のイメージ〕

（ⅰ）行革努力の取組に着目した算定

歳出決算歳出決算歳出決算歳出決算のののの削減率削減率削減率削減率、人件費削減の取組（給与水準、職員数）

（ⅱ）地域経済活性化の成果に着目した算定

製造品出荷額製造品出荷額製造品出荷額製造品出荷額、農業産出額農業産出額農業産出額農業産出額、小売業年間商品販売額小売業年間商品販売額小売業年間商品販売額小売業年間商品販売額、事業所数事業所数事業所数事業所数等

� 地方公共団体の息の長い取組を促すため、一定程度の期間、上記の算定を継続する。


